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ドローンと船を活用した地震時緊急点検の検討 
 

柳沢 真治1 
 
1関東地方整備局 荒川下流河川事務所 品質確保・防災企画室 （〒115-0042 東京都北区志茂5-41-1） 

 

 首都直下地震の際、荒川下流河川事務所管内では、大規模な火災延焼や街路閉塞等により、

自動車による移動が困難になる事が想定され、災害対応要員の参集・派遣に時間を要すると考

えられる。また、首都圏の貴重なオープンスペースである荒川の高水敷は、東京都だけでも60
万人の避難場所となっており、発災直後は避難者で溢れ、天端道路や緊急用河川敷道路による

移動が難しいことも想定しておく必要がある。そこで、事務所が保有するドローンと船舶を

大限活用し、地震時の緊急点検の実施手法について検討を実施したので報告する。 
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1.  はじめに 

 震度５弱以上の地震発生時には、二次災害の防止・被

害軽減を目的とし、直ちに堤防等の河川管理施設の点検

を実施する必要があり、重大な被害が予想される首都直

下地震時も円滑に点検が行えるように、荒川下流ＢＣＰ

計画（平成20年度策定）において、想定される被災を考

慮した点検手法を事前に計画している。 

 今回、計画策定から時間が経過していることから、現

時点の体制において検証を行い、確認された問題点を解

決するため、検討を行ったものである。 

 

2.  現行計画 

 

(1)  首都直下地震の被災想定 

 中央防災会議の被災想定１）によると、首都直下地震

（都心南部直下地震）の際、荒川下流域の 大震度は江

東区及び江戸川区で震度７、その他の沿川市区において

は震度６強とされ、特に沿川では以下のような広範囲に

わたる重大被災が想定されている。 

a) 河川沿いで多数の建物が液状化による沈下・傾斜 

b) 荒川沿川に広がる木造住宅密集市街地を中心とした 

大規模な延焼火災 

 c) 堤防、水門等が機能しなくなることによるゼロメー 

トル地帯の浸水 

また、下流域の高水敷は、大部分が避難場所（一時的

に待避する場所）に指定されているため（図-1）、多数

の被災した住民や帰宅困難者が避難してくると考えられ

る。大規模被災によって避難所の開設が遅れたり、避難

者を収容しきれない事で、しばらく避難者が河川空間に

滞留する事も想定される。 

 

 
図-1 荒川高水敷の避難場所指定状況（東京都） 

 

(2) 河川管理施設の点検 

地震発生時の点検は以下に区分される。 

a) 一次点検：目視による外観点検 

b) 二次点検：詳細な外観点検、必要に応じ計測点検 

このうち、一次点検については被災状況を早期に把握

する事が目的であり、堤防天端から目視可能な範囲で堤

防の変状の有無、門柱の破損等、重大災害の発生の把握

を行うものとし、通常は概ね時速20㎞程度で行うものと

されている。 

 

(3)  現行の一次点検手法 

首都直下地震ＢＣＰ計画における現行の一次点検手法

は、被災想定を基に点検を行う発災直後の状況を仮定し

た以下の条件で計画している。   

a) 点検対応業者も自ら被災し点検業務に出動できない 

ことを想定し、職員が対応する。 

b) 職員は徒歩で参集。公共交通機関や自動車は被災や 

渋滞で使用できない。 

c) 点検時の自動車利用不可。沿川の大規模被災や高水 

敷の避難者により利用困難。 
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d) 公衆通信回線は使用不可。 

上記の条件のもと、参集した職員24名により１ 班４ 

名×６班を編成し、他事務所からの応援２班を加え、全

８班で徒歩・自転車により点検を行う手法とし、発災か

ら３時間以内の完了を目標としている。（図-2） 

 

 
図-2 現行点検手法のイメージ 

 

3.  現行の問題点 

 

令和２年度の事務所職員及び他官署所属の防災初動要

員の合計約100名について、参集までの時間、職種及び

役職による災害対策支部の人員配置をシミュレーション

した。 

点検班には、現地で技術的判断を行う知識・経験を持

つ人員（係長以上かつ土木職）を班長として配置するこ

ととしたところ、以下の結果となった。（表-1） 

現行の一次点検手法で必要とする６班分の人員が確保

できるのは、早くても発災から６時間後となり、確保可

能な人員数（１ｈ後に２班、３ｈ後に２班追加・計４班）

により点検を実施した場合では、一次点検の完了目標と

する発災から３時間を大きく越え、６時間程度要するこ

とが想定された。 

この結果から、以下の点を改善した点検手法を立案・

検討することとした。 

a)  点検人員の少人数化 

b) 点検速度の向上 

  

経過時間 参集人員 支部への 

配置人数 

点検班への 

配置人数 

１ｈ後 20名 

（6名） 

11名 

（0名） 

2班8名 

(6名) 

３ｈ後 30名 

（14名） 

14名 

（2名） 

4班16名 

(12名) 

６ｈ後 44名 

（15名） 

20名 

（2名） 

6班24名 

(13名) 

※（ ）の数字は、他官署所属の初動要員 

表-1 参集・人員配置シミュレーション結果 

 

4.  解決方法の案 

 

「i-Construction」や「インフラ分野のＤＸ」の推進

を背景に、災害時における状況把握やインフラ管理のた

め、小型無人航空機（以下「ドローン」という）の導入

が進み、ドローンを利用した三次元測量や構造物点検等

の技術開発が積極的に行われており、当事務所にも汎用

ドローンが配備されている。 

また、当事務所管内は防災用船着場が各所に整備され

るなど、船舶の運行に適した環境となっており、陸路の

代替えとして船舶による航路が想定された。 

このような状況から下記の効果を期待し、ドローンと

船舶の組み合わせで、船舶により移動しながらドローン

で被災状況の確認を行う一次点検手法の可能性について

検討を行うこととした。 

 

(1)  ドローンの活用 

現状においても被災箇所の二次点検に相当する詳細調

査や地形測量で活用されているが、上空から広い範囲を

一度に確認することができるため、一次点検時でも活用

することで、少人数での点検、点検速度の向上が図れる

と考えた。 

また、参集した人員が土木職員ではなくても、直ちに

ドローンで映像撮影を実施し、遅れて参集した土木職員

が映像で被災状況をチェックする事も出来ると考え、現

場に派遣する人員の職種や経験を緩和できる可能性があ

るとも期待している。 

 

(2)  船舶の活用 

当事務所は複数の船舶を保有しており、なかでも災害

支援船「あらかわ号」は、モニタ、ＰＣ、通信設備、打

合せスペースを備えており、単なる移動手段ではなく、

災害時の基地として機能する。このような保有船舶を移

動、ドローンの発着、充電、撮影画像の伝送に利用する

ことで、点検速度の向上を図れると考えた。 

 

5.  実地検証 

 

 令和２年11月、首都直下地震を想定した防災実働訓練

において、災害対策支援船「あらかわ号」を基地として、

船上からドローンによる被災状況調査の検証を実施した。 

  

(1)  船舶からのドローン離発着 

今回の検証で用いた「あらかわ号」の甲板は広く、操

縦者や監視員を含めた人員の配置、ドローンの離発着ス

ペースとして非常に有効であった。（写真-1） 

 また、実際に操作した職員からは、船体が常に動くた

め慣れや船体操作の指示が必要になるなど、習熟が必要
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との意見はあったが、船舶からのドローン離発着に大き

な問題はないとのことであった。 

 

 

写真-1 船舶からの離発着状況 

 

(2)  撮影映像の船上からの伝送 

ドローンで撮影した映像を、「あらかわ号」に設置さ

れた通信設備を用いて、現地対策本部や関東地整本局あ

て伝送を実施し、リアルタイム映像を配信することがで

きた。 

 

6.  一次点検手法（案） 

  

実地検証の結果、ドローン及び船舶の組み合わせが有

効であることが確認できたため、一次点検手法（案）を

検討・整理した。 

 

(1)  使用機材 

 現地検証によってドローンの運用には、ある程度の船

体の大きさが必要であることがわかった。当事務所の保

有船舶の中では、実証を行った「あらかわ号」と、中型

の「あやせ号」（写真-2）の２艇が使用できると考えて

いる。 

「あやせ号」は通信回線を持たないが、操船に必要な

免許が、比較的保有者の多い「小型船舶操縦士免許」で

よいことから、人員参集が困難な災害時を想定すると、

こちらも有効な船舶と考えている。 

 

写真-2 「あやせ号」 

 

ドローンについては、事務所で保有する汎用ドローン

を活用する。 

 

(2)  飛行・撮影方法 

 当初自分の点検イメージは、船舶から発進したドロー

ンが、堤防の上空を縦断的かつ連続的に飛行・撮影し、

バッテリー残量が低下したら、併走する船舶に帰還・バ

ッテリー交換後、再度発進し、撮影を繰り返していくよ

うな動きを想定していた。 

 しかし、自分自身がドローンの資格を取得し、フライ

トを行う中で、以下の点で現実的ではない事が判ってき

た。 

 ・長距離のフライトは高度な技量や経験、飛行場所に

対する地理・地形的な知識も必要。 

  （パイロットだけでなく補助者、監視者にも） 

 ・当事務所管内は、橋梁や送電線が多く、河川縦断方 

向に長距離飛行することは困難。 

・安全のため飛行範囲の支障物や注意事項等を事前に 

確認するが、飛行範囲が広いと長時間を要する。 

 ・映像のデータサイズが大きく、取扱が困難。 

（４Ｋ画質だと１～２分で１ＧＢ程度となること

もある） 

 

 以上から、ＣＣＴＶカメラをイメージしたドローンを

高度～100m程度まで上昇させ、その場で旋回し半径約～

500m程度の被災状況を確認する手法（図-3）が適してい

るものと考えた。 

 これは、シンプルな動きのため、操作や監視が比較的

容易で技能による人員の制限が少なく、上昇地点、点検

可能範囲、当該地点での安全確認事項等を、事前に計画

書等でまとめておけば、他官署所属の防災初動要員など、

管内の地理に精通していないような人員でも対応可能と

考えられ、首都直下地震時の想定に適した手法と考えて

いる。 

また、１箇所あたり撮影時間も２分程度で、点検速度

が速く、動画ファイル容量も比較的軽量に抑えられ、情

報の速やかな報告上も有利と考えている。 
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 この考え方だとおおよそ管内の飛行ポイントは２０箇

所程度となり、２班で実施した場合、発災から４時間程

度で一次点検が完了できる可能性があると考えている。 

 

 

図-3 一次点検イメージ 

 

 実際に高度 100ｍで旋回・周囲の映像を撮影し、確認

を行った。上昇ポイントから 500ｍ程度の範囲であれば、

大規模被災の有無は十分確認可能であることがわかった。

（写真-2） 

概ね時速２０ｋｍ程度で走行しながら、目視で確認す

る通常の一次点検の代替えとしては、十分だと考えてい

る。 

ただし、現在の機材では雨天の飛行及び夜間の撮影は

対応できない事と、あくまで一次点検を目的とした撮影

手法のため、大規模被災箇所については、近接した詳細

な撮影必要となる。 

 

写真-2 高度100m視認範囲（動画キャプチャ） 

 

7. 今後の検討方針について 

 

(1)  首都直下地震に備えて 

今回の検討した点検手法（案）は、以下の検証を行い

計画書として整理しておく。 

・実際の飛行を重ね、ポイント毎の飛行高度や点検範

囲を確認し、緯度・経度や目標物を整理し、計画

書にまとめる。 

・撮影時の時間帯や天候による明暗や、時期による草 

丈の違いにより、視認範囲が変わってくることも 

予想される。このため、点検手法が有効な条件、 

不利な条件を整理するため、撮影時期や時間、天 

候を変えて、フライトを実施する。 

 ・実証出来ていない「あやせ号」での離発着や撮影も 

実施する。 

 ・自動車等による陸上移動ができる状況も想定し、陸 

上からの離陸ポイントや撮影ポイントも検証・整

理しておく。 

  

(2)  機材・人材等の充実による適用範囲の拡大 

a)  ドローン関係 

現在の保有ドローンは汎用機体であり、降雨時の飛行

や夜間撮影は難しい。しかし、将来的にはこれらに対応

できるような機材の入手が可能となると考えられ、この

点検手法（案）の適用範囲が広がる可能性は高い。 

また、近年、関東地方整備局全体としてドローン操縦

者の育成が進められており、資格者が増えることによっ

て、本点検手法（案）の実現性も高くなっていくものと

考えている。 

b)  船舶関係 

今回の検討を通じて首都直下地震時には、船舶の運航

体制を速やかに整えることが非常に重要であり、船舶運

航業務の履行体制の強化や、職員の資格保有者の育成に

取り組む必要があると考えている。 

 

8. まとめ 

 

 当事務所はＤＸの取り組みとして、河川管理や災害時

等における状況把握の効率化、上空からのレーザー計測

等を行うため、専門のチームである荒川ＵＡＶチーム

「Kingfisher」2)を創設し、令和2年度末で３７名が航空

局承認・許可を取得している。 

今後は二次点検（詳細点検）時のドローンによる測量

及び三次元地形データの活用による効率的な点検方法に

ついても検討を進めて行く。 
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船 

・船舶から発進。右岸・左岸に移動 

・高度～100mで旋回し動画撮影 

約500m 

・大規模被災の有無は十分確認可能 

・避難状況や周辺堤内地の状況も記録 

点検範囲 

●：撮影ﾎ゚ ｲﾝﾄ  

点検範囲  

・ドローンの動きは最小減 

 （船と飛行ポイントの直線的な往復のみ） 


